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平成２９年度日本教職大学院協会研究大会 

分科会①「実践研究成果公開フォーラム」概要 

日本教職大学院協会 

１ 概要 

平成２７年１２月の中央教育審議会「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上につい

て」の答申では，教職大学院でのこれまでの成果や学びの有効性・メリットなどについての対外

的な広報を強化するとともに，さらなる教育委員会との連携・協働により学校現場での実践に即

した教育内容への改善・充実を図ることが求められている。 

本フォーラムは，教職大学院の「実践研究の成果」，「プロジェクト研究の成果」，「授業におけ

る実践的な教育の成果」等を公表するとともに，今後の教員養成の高度化に向けた教職大学院の

教育・研究の充実を促進することを目的に開催するものである。 

２ 実施日時 

平成２９年１２月９日（土）  9:30～10:00 受付 

10:00～11:00 研究発表会（1）60分 

11:15～12:15 研究発表会（2）60分 

13:15～14:15 研究発表会（3）60分 

14:30～15:30 研究発表会（4）60分 

15:45～16:45 研究発表会（5）60分 

３ 会場 

一橋大学一橋講堂２階 中会議場１～４ 

（東京都千代田区一ツ橋2-1-2） 

４ 発表大学院 

第１会場 第２会場 第３会場 第４会場 

研究発表会（１） 東京学芸大学大学院 宇都宮大学大学院 常葉大学大学院 茨城大学大学院 

研究発表会（２） 玉川大学大学院 信州大学大学院 上越教育大学大学院 静岡大学大学院 

研究発表会（３） 早稲田大学大学院 愛知教育大学大学院 大阪教育大学大学院 新潟大学大学院 

研究発表会（４） 金沢大学大学院 島根大学大学院 富山大学大学院 秋田大学大学院 

研究発表会（５） 宮崎大学大学院 広島大学大学院 岩手大学大学院 長崎大学大学院 
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理論と実践の往還:新学習指導要領を視野に 

入れた小学校英語教育の授業デザイン 

    玉川大学教職大学院 

                   佐藤久美子（玉川大学教職大学院教授） 

    鈴木さおり（玉川大学教職大学院・静岡県御殿場市立御殿場小学校教諭） 

 

 

１． 玉川大学教職大学院：カリキュラムの特色 

 特に以下のカリキュラムに力を入れている。 

①「教職専門実習」10単位・原則必修 （現職経験が概ね10年以上ある場合は免除） 

・修士１年秋学期の10月～12月に、10週間連続での学校における実習。 

・教員が毎週1回計10回訪問実習指導を行う。 

②「学校課題研究」3単位、必修 。修士2年（現職 修士1年）の4月～3月に行われる。 

２．学校課題研究例 

・普通学級に在籍する発達障害の疑いのある児童への指導 

・自分の主張についての根拠を考える指導の工夫―国語科第三学年スピーチの授業を通して― 

・小学校外国語活動における「異文化理解の土台となる授業の提案」 

・中学校スピーチテストの英語学習への動機づけへの効果  

３．訪問実習指導内容、指導例 

実習訪問する教員は、実習指導日にまず院生の授業を観察し、その後、授業やその他の件について指導

を行う。1回 2時間程度。実習生1人につき 2人の教員が交代で指導するので、学生の実習過程を綿密

に把握できる。 

①院生から教員への質問・相談 

 ・生徒のやる気を導くにはどんな指導が可能か。 

・学力格差があるので、教え方の工夫について知りたい。 

・同僚の教員との付き合い方について教えて欲しい。 

実習校には本音を言えないが指導教官には言えるので、的確なアドバイスが得られると好評である。 

②現場の教員から教員への相談 

 ・中学校では特にご相談が多い。教科の教え方についてアドバイスを求められる。 

③院生や現場の教員から得られた知見を、大学院の講義に生かす。 

・小学校や中学校での指導の現状、学力格差、生徒指導など様々な課題を理解し、これを講義に反映

することができる。 次に、大学院で実際の講義で教える内容とそこから発展させる研究について話す。 

４．新学習指導要領を理解する 

①第5、第6学年： 

【目標】学力の3要素に分けて提示(=評価ポイント） 

(1)「知識・技能」の目標 

・外国語の音声、文字、語彙*、表現、文構造、言語の働きについて、日本語と外国語の違いに気き、 
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これらの知識を理解するとともに、聞くこと、読むこと、話すこと（やりとり＋発表）、書くことによる

実際のコミュニケーションにおいて活用できる基礎的な技能を身につける。*（小）600～700語  

（2）「思考力、判断力、表現力」の目標 

・コミュニケーションを行う目的や場面、状況などに応じて、身近で簡単な事柄について聞いたり話し

たりするとともに、音声で十分慣れ親しんだ外国語の語彙や基本的な表現を推測しながら読んだり、 

語順を意識しながら書いたりして、自分の考えや気持ちを伝え合うことができる基礎的な能力を養う。 

(3)「学びに向かう力、人間性等」の目標 

・外国語の背景にある文化に対する理解を深め、他者に配慮しながら、主体的にコミュニケーションを

図ろうとする態度を養う。 

５．大学の講義＝理論（「児童英語の実践」）から実践への応用・発展（学校課題研究）の例 

・指導教官が教育委員会と協力して書いた指導案集を例に、カリキュラムや指導案の立て方について講

義する。指導案作成の第一歩は、学習のめあてを明らかにし、これに沿った目標表現、語句、モデル会

話の選定を行うことを示す。 

・目標言語を使い、児童・生徒が本当に言いたいことを伝えられる必然的な場面を用意し、発表させる。 

・その一例として、教科横断的な視点の学習方法（CLIL）を紹介する。グループ活動を導入し、協働で

対話的な学びを展開するこの英語の指導法は、他教科の授業内容を組み込み、認知レベルの深い学びが

展開できる。 

・現役の小学校教員である院生の鈴木さおりは、この最新の外国語活動の知見を得て、実際の小学校で

の現場でCLILの検証授業を行うことを課題研究のテーマに設定した。理科の授業と統合した指導案を作

り、「月の満ち欠け」を英語で発表させた。その結果、「他教科で学ぶ新しい内容を外国語活動の学習内

容（Content）に取り入れ英語を通して学ぶことによって、テーマ内容(他教科)の学習と英語の学習の相

乗効果が期待できる」という結論を得た。5 年生の児童からは、理科が好きなので益々英語にも興味が

持てた、普段の理科の授業よりも分かりやすく楽しかった、と評判がよく、小学校で認知レベルの高い

CLILの英語授業を展開することは現場に還元できると自信を深めた。 

6．大学院でのさらなる研究成果 

大学で理論を学び、その内容を10週間の実習や課題研究として検証授業を行ったり研究を深めたりする

ことで、「理論と実践の往還」を図る大学院の授業が実現できることを紹介した。さらに、課題研究を指

導する指導教官の研究に係ることで、大学院の学びが飛躍的に伸びることが期待される。ここでは、鈴

木さおりの例をさらに紹介する。 

・指導教官である佐藤は、この10年間町田市教育委員会と協力しながら、小学校の英語教育の指導法、

教材を研究・開発し、これを現場の授業や研修会で検証し、実際の小学校英語教育を推進している。こ

うした事業に、院生も参加させている。 

・町田市教育委員会と指導教官（佐藤）の共同プロジェクトに参加 

① 町田市の小学校３校がパイロット校となり、放課後英語教室を始める。プログラム、教材、カリキ

ュラムなどはすべて佐藤が担当。鈴木さおりは、実際にこの授業に講師として参加した。 

② カシオ電算機と町田市教育委員会と佐藤が共同プロジェクトを組み、電子辞書を使った小学生にお

ける文字指導の指導法を開発。鈴木さおりは、実際に電子辞書を使って、放課後英語で文字指導を

行う。 

大学院において研究し、検証することが、実際の現場や子供たちの新しい学びの方法につながることを

実際に学ぶことができる。これも、理論と実践の往還の一例と言える。 
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科目間の学びの統合を目指した 

院生の授業開発プロジェクトの展開 

 

      新潟大学教職大学院  

                    一柳智紀（新潟大学教職大学院准教授） 

 

 

１ 問題と目的 

 平成 28 年度に開設された新潟大学教職大学院では，長期間の実習から構成される

実習科目における実践的な学びを中心に据え，実習科目以外の科目における領域固有

の専門的な学びを科目内で完結させることなく有機的に結びつけながら実践へと統合

していくことを目指してきた。本発表では，新潟大学教職大学院のカリキュラムの特

徴を踏まえつつ，科目間の学びの統合を目指した授業の取り組みを整理し，その成果

と課題を報告した。  

 

２ 新潟大学教職大学院のカリキュラムの特徴 

 本学では，学術的な専門性のみにとどまらず，教育実践と結びつけて院生が学べる

ように，以下のような取り組みを実施している。  

（１）共通必修科目の一部を特定連携協力校にて開講 

 現職教員院生が勤務する学校のいくつかを「特定連携協力校」に指定し，そこで共

通必修科目１２科目のうち８科目を開講している。これにより，「特定連携協力校」の

教育の特色や資源を授業に活用したり，実際の学校課題を授業の対象に据えたりする

ことができ，理論と実践の緊密な往還を図った学びを実現している。  

（２）フィールドワーク，演習等を可能にするための柔軟な時間割設定 

 フィールドワークや授業開発・実践，演習などを行うための時間を確保するために，

一部の科目を１コマ 90 分毎週開講ではなく，３コマ連続月１回開講，２コマ連続隔

週開講とするなど，柔軟に時間割を設定している。  

（３）研究者教員と実務家教員の協働による授業運営 

 本学では，すべての科目を研究者教員と実務家教員がティームティーチングにより

実施している。とりわけ，実施，計画，省察の過程をすべて協働で行っている点が最

大の長所である。また，専門を異にする多様な教員が重複しながら複数科目を担当し

ており，担当科目での学習内容や実施方法を別の科目に反映させたり，別の科目での

院生の取り組み状況や学びを担当科目で共有し授業に反映させたりしている。  

 

３ 実際の科目間の関連性と院生の学び 

 上述のような取り組みのもとでなされている具体的な科目間の連携として，発表者

の担当する第２領域（教科等の実践的な指導方法に関する領域）の科目（下表）を例  
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に，これまでの取り組みと院

生の学びについてを報告した。 

 授業後の院生の振り返りの

記述から，前期の履修におい

て，教科の体系性や教科の本

質を扱うことの重要性，その

ために学習指導要領に立ち戻

ることの必要性といった「授

業開発と実践」での視点や，「探究」「協働」といった概念に基づきながら，実際の子

どもの様子から授業を検討するといった「授業における学習研究」での視点を，院生

が統合していることがうかがえた。また，その後の科目においても，それらの視点を

その後の科目においても引き継いで学んでいることがうかがえた。  

 さらには，科目と実習とを関連させていることも見て取ることができた。ある院生

は自身の実習校の授業を参観し，分析する視点として「授業における学習研究」での

学びを取り込んでいた。別の院生はビデオで視聴した実践を自身の課題意識と結びつ

け，翌週の授業に取り入れてみるなどしていた。また，「学習デザインの理論と実践」

「問題解決的な学習と評価」といった科目では，検討する学習指導案を実習で実施す

る題材や単元を扱うことで，実習での教育実践の計画や省察に生かしたり，さらに次

の教育実践の構想を練ったりする機会となっていたことが示された。  

 

４ 成果と今後の課題 

 上記の検討から，科目間の内容，学習方

法を関連づけることで，院生が各科目にお

ける学びをその中で完結させるのではなく，

相互に結びつけながら統合的に学んでいる

ことがうかがえた。さらには，院生が各自

の探究課題へとつなげ，実習に生かしてい

ることがうかがえた。ここから，第２領域

の科目群を右図のように整理することがで

きる。院生は，これらの科目を履修してい

く中で，「教師が何を，いかに教えるか」と「子どもが何を，いかに学ぶか」という両

軸を往復しながら子どもと向き合い，身につけさせたい力を育成する授業を構想する

力をつけていったことが示唆された。こうした背景には，科目間で内容を関連づけた

り，学習方法を関連づけたり，学習成果物や振り返りシートなどの共通教材を使用し

て授業を展開したことがあると考えられる。また，それらを可能にした基盤には，教

員同士の日常的な連携があると考えられる。  

 ただし，すべての院生にそのような学びが保障できていたかどうかについては課題

が残されている。今後，各領域でどのような資質・能力を育成するのか，どのような

院生の姿を目指すのかを明確にし，教員間で共有していくとともに，それを評価する

ためのシステムを確立する必要がある。  

開講学期   科目の種類   科目名  

前期   選択科目   「授業開発と実践」  

前期   選択科目   「授業における学習研究」  

夏期集中   共通必修科目   「学習デザインの理論と実践」  

後期   選択科目   「問題発見的な学習と評価」  

後期   共通必修科目   「授業研究の理論と実践」  
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